
96

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

（中期目標）
我が国の土木技術の着実な高度化のために必要な基礎的・先導的研究と、良質な社会資本の整備・

管理のために解決が必要な研究開発を計画的に進めること。なおその際、現在の取り組みは小さいが、

将来の発展の可能性が想定される研究開発についても積極的に実施すること。

（中期計画）
我が国の土木技術の着実な高度化のために必要な基礎的・先導的研究と、良質な社会資本の効率的

な整備・管理のために必要となる研究開発を計画的に進めるため、「科学技術基本計画」や、行政ニ

ーズの動向も勘案しつつ、研究開発の範囲、目的、目指すべき成果、研究期間、研究過程等の目標を

明確に設定し、計画的に行う。

その際、長期的観点からのニーズも考慮し、現在の取り組みは小さいが将来の発展の可能性が想定

される萌芽的研究開発についても、積極的に実施するとともに、研究シーズの発掘に際しては、他分

野や境界領域を視野に入れ、他の研究機関等が保有・管理するデータベースも有効に活用する。

研究開発の基本方針

中期目標期間における取り組み

■研究ニーズ・研究シーズの把握
土木研究所が実施すべき研究開発についてのニーズを的確に把握するために、国や地方自治体等の社会

資本整備実施主体に対する技術指導や技術検討委員会への参画、各種会議を通じた意見交換等により、社

会資本整備における技術的課題、つまり、研究開発ニーズを積極的に発掘することに努めた。

土木技術の高度化のためには、他分野の技術も有機的に結合させることが効果的であることから、17年

９月につくばの研究機関を集めて開催されたTXテクノロジー・ショーケース　ツクバ・イン・アキバ

2005などの展示会等に積極的に参加し、民間や他機関が有する研究シーズについて、新材料やナノテクな

ど化学や生物等の異分野も含めた広範囲な技術の発掘に努めた。

■研究開発の計画的な実施
研究開発を計画的に実施するためには、研究ニーズに応じた的確な研究計画を立案し、着実に実施する

ことが重要である。

そのために、科学技術基本計画や行政ニーズの動向も勘案しながら、中期目標期間中に開始する研究課

題および12年度より継続する研究課題を選定し、13年度当初に研究開発の範囲、目的、目指すべき成果、

研究期間、研究過程等を明確にして、研究実施計画を策定した。

なお、独立行政法人化に伴い、国研時代の土木研究所で使用していた研究実施計画書の記載事項の見直

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の
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①土木技術の高度化及び社会資本の整備・管理に必要となる研究開発の計画的な推進
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しを行った。その内容を以下に示す。

・課題名

・予算（運営交付金とその他の資金の区別、予算勘定名、計画予算額）

・研究区分（重点プロジェクト研究、一般研究、萌芽的研究）

・研究目的（安全性の確保、環境の保全・復元、快適性・豊かさ・活力の向上、コスト縮減・施工の効

率化、資源・エネルギーの有効利用、信頼性の向上・技術の高度化、その他）

・研究の必要性

・研究の範囲

・実施体制（研究担当グループと担当者、共同研究・委託研究の実施の有無、連携する機関・形態等）

・達成目標（達成しようとする目標（成果））

・年次計画（研究項目とその年度展開）

この研究実施計画書を基に、1．（2）①で示した研究評価を受けながら、計画的かつ効率的な研究開発

を実施した。

本中期目標期間に研究を実施した基盤研究273課題（うち萌芽的研究20課題）のうち、223課題（同16課

題）について同期間中に研究を終了し、事後評価を受けた。事後評価結果については、図-1.2.1.5（ｐ53参

照）の通りであるが、年々評価結果が向上してきており、全体的には、概ね良好な評価結果が得られたと

考えられる。

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置
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■一般研究
中期目標期間中に実施した一般研究のうち、以下に各研究分野における代表的な研究の概要を示す。

1．先端技術、施工技術、構造物マネジメント技術分野に関する研究

①道路工事に係る環境影響予測技術の向上に関する研究

②吹付け粉じん対策技術の評価・開発

③ポーラスコンクリートの耐久性評価手法の開発

2．材料地盤分野に関する研究

①金属被覆による耐食性向上に関する試験調査

②草木廃材の緑化資材としての有効利用技術に関する研究

③堤防強化対策の選定手法に関する調査

④地震ハザードマップの作成手法の開発に関する研究

3．耐震分野に関する研究

①地盤の不安定化を考慮した橋台構造物の耐震設計法に関する試験調査

②変形性能に基づく地中構造物の耐震設計法に関する試験調査

4．水循環分野に関する研究

①河川環境の保全と復元に向けての河床環境の指標化に関する研究

②水生生態系からみた河川水質の評価に関する調査

③河川が有する生体的機能の実験的把握手法の開発及び実験的解明に関する調査

5．水工分野に関する研究

①水文観測精度向上に関する研究

②クラック進展を考慮した重力式コンクリートダムの解析手法に関する調査

6．土砂管理分野に関する研究

①振動式土石流センサーのトリガー設定手法に関する研究

②大変位地すべりの発生場の条件に関する研究

③地下水流動状況の把握技術に関するに関する研究

7．基礎道路技術分野に関する研究

①舗装路面の性能評価法に関する研究

②トンネル覆工コンクリートの耐火性能に関する研究

8．構造物分野に関する研究

①浮体橋設計法の開発に関する研究(H14～H15)

②交差点立体化等の路上工事短縮技術の開発

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置



①道路工事に係る環境影響予測技術の向上に関する研究
■研究の目的

本研究は平成12年度に策定した工事騒音・振動・大気の環境影響評価の技術手法において不足して

いる知見、解析手法を検討することを目的とした。

■研究内容

・工事の種類ごとの騒音・振動・粉じんの発生量データ（技術手法の改定案）

・工事騒音について、複数の測定点の測定値から発生源別の発生量を解析する手法の提案

・工事大気質について、仮囲いによる降下ばいじん抑制効果の予測手法の提案

・工事大気質について、裸地が降下ばいじん量に与える影響の解明

■研究成果

①H10～H15年度の現場実測データを解析・整理し、工事

の種類ごとの騒音・振動・粉じんの発生量データ改定案を作

成した。②マイクロホンアレイを応用する方法により、半無

響（地表面からの反射がある）条件で同時に発せられた複数

の建設機械音源の方向、距離及び騒音発生量がほぼ分析でき

ることを実証した。③仮囲いによる降下ばいじん抑制効果を

予測するために必要な「重力沈降を考慮したプルーム式」が

適用可能であることを拡散実験等により確認した。④裸地由

来降下ばいじんの発生メカニズムのモデル化について、土質

ごとに設定した「基準発生量」が風速のべき乗に応じて増減

するものが適切との結論を得た。

なお、今後は、各項目とも実現場への応用についてさらに

検討を進める必要がある。

■効果、活用事例

①「道路環境影響評価の技術手法」として印刷配布し環境

アセスメントの予測精度向上に資する。②騒音予測用データ

取得の合理化、機械別に騒音対策を実施した場合の効果の実

測及びバックグラウンド音が大きい現場での騒音測定などに

応用できる。③環境保全対策としての仮囲いによる降下ばい

じん抑制効果の予測が可能となる。④現場実測データの解析精度向上および予測精度向上に資する。

■所内評価委員会による事後評価
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1．先端技術、施工技術、構造物マネジメント技術分野に関する研究

図-1 実験で分析した音源と
マイクロホンアレイの配置

図-2 重力沈降を考慮した
プルーム式概念図



100

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

②吹付け粉じん対策技術の評価・開発
■研究の目的

ずい道工事に伴って発生する粉じんに起因するじん肺症等の粉じん障害が社会問題となっているこ

とを背景として、粉じんの発生抑制、希釈除去、吸入防止の各種技術の開発・改良が求められている。

このため、粉じん対策技術の評価と開発を目標として実施した。

■研究内容

平成16年度は、ずい道工事で最も厳しいコンクリート吹付け時の粉じん対策技術に焦点を当て、民

間会社17社および（財）先端建設技術センターと共同研究を実施した。共同実験においては土木研究

所の建設環境実験施設内で、新方式（圧縮空気を用いない吹付け）、粉体急結剤（粉じん低減剤、スラ

リーショット）、液体急結剤、局所集じんの技術開発・実証実験を行い、粉じん濃度分布等を計測する

とともに現場での効果確認実験を行った。

■研究成果

粉じん対策技術の共同実験を行い、以下の結果を得た。

①新方式吹付け、液体急結剤により粉じん濃度は２割程度に低減が可能である。また、局所集じんシ

ステム、粉じん抑制剤、低粉じん型急結剤、スラリーショットにより相当の低減ができることがわ

かった。

②局所集じん・伸縮風管についても土研実験棟および現場での実験で検証し効果を確認した。

■効果、活用事例

下図のように各方式により粉じん低減効果が確認でき、「トンネル工事における吹付け作業時の発生

粉じん対策技術の手引き（案）、2006．4」としてとりまとめた。

■所内評価委員会による事後評価

図-2 粉じん濃度の実験結果写真-1 実験状況
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③ポーラスコンクリートの耐久性評価手法の開発
■研究の目的

ポーラスコンクリートは河川護岸等の緑化、道路舗装の排水性、騒音低減など、環境に優しいコン

クリートとして利用の増加が予想されているが、耐久性に関して十分な見知が得られていない。この

ため、本研究は、それらの耐久性の把握と評価手法、品質改善手法の確立を目標として実施した。

■研究内容

ポーラスコンクリートの（1）凍結融解試験法の開発、

（2）乾湿繰り返し試験法の開発、（3）溶脱抵抗性の確認、

（4）耐久性向上手法の検討、を行った。

■研究成果

（1）試験体寸法を4×4×16cm角柱とし、一面から凍結融

解作用を与える凍結融解試験法（案）を提案した。

また、ポーラスコンクリートは比較的高い凍結融解

抵抗性を有していることを確認した。

（2）乾湿繰返し試験について、乾燥時の湿度条件によっ

て実験結果に差が生じることを明らかとし、この結

果を受けて乾湿繰り返し試験法（案）を作成した。

また、ペースト中に細砂を混入することで乾湿繰り

返し抵抗性が向上することを確認した。

（3）流水による水酸化カルシウムの溶出試験を実施し、

用脱特性を確認した。また、高炉セメントを用いる

ことで溶脱量が減少する傾向を確認した。

■効果、活用事例

本研究成果によってポーラスコンクリートの耐久性が

明らかとなり、ポーラスコンクリートの普及に大きく貢

献する。

■所内評価委員会による事後評価

写真-1 一面凍結融解試験

図-1 溶脱試験
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①金属被覆による耐食性向上に関する試験調査
■研究の目的

鋼構造物に重防食塗装を施しても部材角部などで

は、塗膜厚不足などによって本来期待する塗膜の防食

効果が得られないことがある。このような部位に耐食

性に優れた金属被覆材を塗膜の上に貼り付けることで

耐食性を確保することが期待できる。本研究は、鋼構

造物塗膜の耐食性を確保することを目的に、塗膜にチ

タン箔と基材を一体化したチタン箔シートを適用する

工法について耐食性および施工性を検討した。

■研究成果

過去に暴露した高耐食性テープの調査を行い、鋼構

造物塗膜にチタン箔シートを適用するための検討課題

を整理した。次にチタン箔シートの材料選定と塗装仕

様の検討、チタン箔シート端部や損傷部の影響につい

て検討した。その結果、塗膜にチタン箔シートを適用

することで耐食性を確保できることが明らかとなっ

た。この研究成果に基づいて、チタン箔シートによる

重防食塗装の耐食性補強マニュアル（案）を作成した。

■効果、活用事例

重防食塗装系の弱点である部材端部やボルト接合部

の重防食塗膜の防食性が補強されることによって、鋼

道路橋の防食に係わるライフサイクルコストを削減す

ることが可能となった。国土交通省北陸地方整備局管

内の新潟大橋（信濃川河口に架かる厳しい腐食環境に

ある道路橋）の腐食の著しい鋼桁にチタン箔を試験施

工した。その結果、通常の塗替え塗装を行った部位は、

３年で腐食が発生し始めているが、チタン箔を適用し

た部位は良好であった。

■所内評価委員会による事後評価

2．材料地盤分野に関する研究

図-1 チタン箔シートによる被覆

図-2 部材角部の腐食の事例
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②草木廃材の緑化資材としての有効利用技術に関する研究
■研究の目的

土木工事や河川、道路、公園緑地等の管理から大量の草木が発生している。一方で、掘削や盛土な

どの土工にともなう法面保護や緑化・緑地造成のために多くの有機質資材が投入され、中には海外か

らの天然材に依存しているものもある。本研究では、大量に発生する草木廃材を法面保護、緑化・緑

地造成などのための資材として活用する技術の開発を目的とした。

■研究内容

本研究では、草木廃材をより有効に緑化資材に利用す

るための改質方法と改質装置の開発を行うとともに、緑

化資材利用の施工技術を開発した。

■研究成果

写真-１に示す爆砕装置を用いて、チップ化した草木廃

材に蒸煮・爆砕処理を施し、法面吹付資材(爆砕チップ)を

製造した。

爆砕チップを用いた法面緑化工法は、周辺環境に調和

した緑化が達成できると推察された。また、爆砕チップ

を園芸資材とするためのコンポスト実験を行った。コン

ポスト化を実施することで、爆砕チップによる発芽・生

育阻害物質が減少した。

以上の結果から、爆砕チップを用いることで、ピート

モスの代替となる吹付資材、園芸資材の開発が可能であ

ると考えられた。

■効果、活用事例

平成16年３月に、土木研究所内の盛土法面において、

広葉樹爆砕物を法面緑化資材とした吹付・緑化試験を開

始し、爆砕チップを用いた法面緑化技術を確立するため

の植生の追跡調査を行った。写真-２に施行後20ヶ月目の

全景を示す。木質爆砕物を用いた法面緑化は、緑化草本

植物による急速緑化は困難であるが、貧栄養であるため

木本植物の生育には適しており、山中で多く実施される

法面緑化工の特徴を考慮すれば、周辺環境に調和した緑

化が期待できると考えられた。

■所内評価委員会による事後評価

写真-1 爆砕装置

写真-2 施行後20ヶ月目の全景
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③堤防強化対策の選定手法に関する調査
■研究の目的

全国の河川堤防を対象に安全性に関する点検が実施されており、その結果浸透破壊に対する安全性

が確保されていない個所については、効果的かつ経済的な対策を検討する必要がある。

本研究では、こうした対策を効率的に実施するため、堤防弱点個所のパターンに応じた合理的な堤

防強化工法を提案する。

■研究内容

本研究では、

・堤防点検結果に基づく堤防弱点個所の分析とパター

ン化

・ドレーン工法や表のり面被覆工法等の効果、並びに

新技術（短繊維混合補強土による被覆工法等）に関

する実験的検討

・合理的な堤防強化工法選定基準の検討を行った。

■研究成果

本研究の結果、

・浸透に対する安定性に問題があると考えられる堤防

の条件

・ドレーン工法の長期耐久性や短繊維混合補強土工法

など新たな工法の効果、適用性が明らかとなった。

また、これらの検討結果を基に、内部構造などを

考慮した浸透に対する堤防強化対策の選定手法を提

案した。

■効果、活用事例

これらの成果は、「河川堤防質的整備技術ガイドライン

（案）」「河川堤防モニタリング技術ガイドライン（案）」

並びに「中小河川における堤防点検・対策ガイドライン

（案）」（河川局治水課）等に反映されている。

また、点検の結果、全国の直轄堤防のうち３割程度が浸透に対する安全性が確保されていないと予

想されており（事業規模2000億円程度）、効果的な事業実施に資すると考えられる。

■所内評価委員会による事後評価

図-1 大型模型実験の概要
（ドレーン工法の例）
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④地震ハザードマップの作成手法の開発に関する研究
■研究の目的

構造物に対する地震防災対策を的確に実施するため、

想定される地震動分布を把握する必要がある。そこで、

地震の発生源となる活断層や地震動の伝搬を支配する地

質構造を考慮した、地震動分布図（地震ハザードマップ）

を作成するため、①活断層の評価法、②地盤物性・構造

のモデル化手法について検討することを目的とした。

■研究内容

①活断層の位置、規模等を把握するための概査手法であ

る地形判読について、より一層の客観化・定量化のた

めの手法を検討した。また、一度に動く断層の認定方

法についての検討を行った。

②深部地盤探査法の検討、および深部および表層地盤の

増幅特性を考慮した地盤物性・構造モデルの構築手法

の検討を行った。

■研究成果

①主に山岳域における活断層の地形判読に関して、空中

写真判読、記載方法、確実度判定までの一連の調査・

解析における標準的な仕様、留意点をマニュアルとし

てとりまとめた。また、断層トレースの末端形状と他

の断層トレースとの配置の組み合わせから、一度に活

動する可能性の高い断層のグループ化ができた。

②長周期S波微動探査法の精度検証を行い、深部地盤物性

モデルの作成に適用可能であることを明らかにした。

また、地盤物性モデルに関して、深部地盤の形状と表

層部の地盤特性が地震動の増幅特性に与える影響を明

らかにした。

■効果、活用事例

一部のダム建設調査において、本成果が活用されてい

る。またダム建設調査の指針改訂時に本成果を活用する。

■所内評価委員会による事後評価

図-1 研究の概念図

図-2 一度に動く断層グループの推定
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①地盤の不安定化を考慮した橋台構造物の耐震設計法に関する試験調査
■研究の目的

抗土圧構造物の１つである橋台は、橋梁上部構造の荷重を支え、裏込めからの土圧に抵抗するだけ

でなく、取付け盛土荷重に起因する基礎地盤の変形に対しても抵抗しなければならない。地震時に基

礎地盤が液状化する場合、その変形により橋台の地震時変位量が大きくなる可能性があるが、不明な

点が多いため、現行設計法では考慮されていない。本研究は、このような現象を模型実験・数値解析

を通じて把握し、液状化に対する橋台の耐震性能照査法に反映することを目的とする。

■研究内容

・模型実験・数値解析により、基礎地盤が液状化するときの橋台の地震時挙動の把握。

・液状化に対する橋台の耐震性能照査法の構築。

■研究成果

・模型実験・数値解析を通じて、液状

化により不安定化する地盤上の橋台

に作用する土圧並びに液状化による

基礎地盤の変形に起因する基礎への

作用力（流動力）の大きさと、その

橋台基礎応答に与える影響を把握。

・上記の結果を踏まえて液状化地盤上

の橋台に対する耐震設計に必要な外

力の設定方法を提案し、液状化に対

する橋台の耐震性能照査法を概成。

■効果、活用事例

液状化に対する橋台の耐震性能照査法

として、道路橋示方書に反映させていく

予定で、これにより、橋台基礎の信頼性

の向上に資することが期待される。

■所内評価委員会による事後評価

3．耐震分野に関する研究

図-1 有効応力に基づく3次元動的有限要素解析によって
得られた橋台とその周辺地盤の地震時変形例
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②性能に基づく地中構造物の耐震設計法に関する試験調査
■研究の目的

近年の都市道路トンネルや大深度地下構造物の建設計画を背景として、大規模地震時の大規模な地

中構造物の耐震設計法の確立が求められている。本研究は大規模地中構造物の非線形挙動を踏まえた

耐震性能評価法を開発することを目的として実施したものである。

■研究内容

地中構造物の耐力・変形性能の評価法とともに、

地中構造物の縦断方向・横断方向に対して変形量に

基づく耐震性能評価法を開発する。さらに、これら

の成果をもとに、大規模地震時の道路トンネル、地

下駐車場等の大規模地中構造物の耐震設計法を開発

する。

■研究成果

①地中構造物壁部材の大型載荷実験を実施し、横断

方向の耐震設計においてクリティカルとなりやすい

壁部材のせん断耐力の評価法をとりまとめた。

②地中構造物の縦断方向に対する耐震解析法とし

て、従来モデルに改良を加え、FEMモデルと同程

度の評価精度が得られる梁ばねモデルを用いた解析

手法を提案した。

③上記の成果をもとに、大規模地中構造物の横断方

向及び縦断方向に対する耐震設計法の基本項目とな

る骨子をとりまとめた。

■効果、活用事例

①大規模地震時の地中構造物の挙動をより適切に評

価、追跡できるようになり、従来よりも合理的な耐

震設計の実現に貢献する。

②とりまとめた耐震設計手法の骨子については、共

同溝設計指針等地中構造物の耐震設計基準の改訂に

提案予定である。

■所内評価委員会による事後評価

写真-1 大型RC部材を用いたせん断耐力評価実験

図-1 提案した梁ばねモデル
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①河床環境の保全と復元に向けての河床環境の指標化に関する研究
■研究の目的

河床環境（河床材料、河床地形、及び土砂動態）は、河川生態系にとって重要な物理環境である。

本研究では、良好な河床環境の保全と復元を行う際必要となる、良好な河床環境の指標を提案するこ

とを目的としている。良好な河床環境の指標作成のために必要な情報として、良好な河床環境の状態

と生物の因果関係の分析、河床環境の悪化のメカニズムの解明を行っている。

■研究内容

川俣ダム下流部における河床低下とそれに伴うアーマーリング現象の基本的なメカニズムに解明を

行った。過去の空中写真から空中写真測量の技術を用いてダム下流２km程度までの河床高の経年変化

を把握した。その後、ダム放流量データを用いて１次元河床変動計算を行い、ダム下流部における河

床低下のメカニズムについて解析を行った。

■研究成果

空中写真からの標高値読み取り誤差は約10cmであり、高い精度で過去の河床DEMを再現することが

できた。川俣ダム下流ではダム竣工後約17年間で河床の粗粒化が収束し、粒径約30cm～60cmの土砂で

河床が構成されていたと考えられる。最終的な河床低下量は最大2～3m程度であった。

■効果、活用事例

粗粒化対策の必要性が指摘されるダム下流河川については、水理計算を実施する際の校正データと

して河床変動量のデータを使用することによって、当該河川における粗粒化の進展機構についてモデ

ル化することも可能であると考えられる。そのモデルを適用することによって粗粒化対策に対する効

果をあらかじめ予測し、効果的な事業を実施する可能性も提示できると考えられる。

■所内評価委員会による事後評価

4．水循環分野に関する研究

図-1 対象区間縦断図の経年変化
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②水生生態系からみた河川水質の評価に関する調査
■研究の目的

・河川における水生生態系に関する研究のうち、河川水質との関係については、汚濁指数等にみられ

る関係の他は、必ずしも十分な知見は得られていない。

・本研究では、下水処理水の流入により水質が急激に変化する都市河川に着目し、そこに生息してい

る水生生物と河川水質との実態を調べ、両者の関係を把握することを目的とした。

■研究内容

①複数の下水処理場の処理水放流先における生物相

と水質に関するデータを収集解析し、処理水質と

出現する生物種との関係を調べた。

②多摩川で下水処理水がはじめて流入する地点にお

いて調査を行い、放流水と河川水の混合特性、及

びそれに伴う生物相の変化、下水処理水中に含ま

れる化学物質の水生生物への栄養段階別の蓄積に

ついて調査を行った。

■研究成果

多摩川における調査結果から、処理水の流入に伴

う底生生物相は、

－冬期においては、図-１に示すように導電率の横

断方向の変化（処理水の流入程度を示す）に伴っ

て、生物量および多様性指数が低下し、またカゲ

ロウ目の出現量が減少する傾向が確認された。

－夏期においては、図-２に示すように、上記の傾

向が明瞭にはみられなかった。

－季節による傾向の違いは、放流水と河川水の水温

差、生物現存量の違い、出水に伴う上流部からの

生物の混入などが要因として考えられる。

■効果、活用事例

生物相を指標とした、排水等の影響評価手法への

適用における基礎的知見として活用。

■所内評価委員会による事後評価

図-1 水質変化に伴う底生動物相の変化（冬期）

図-2 水質変化に伴う底生動物相の変化（夏期）
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③河川が有する生体的機能の実験的把握手法の開発及び実験的解明に関する調査
■研究の目的

河川・湖沼における自然環境を保全するための技術の確立が求められている。このためには、河川

等の生態系を保全する技術だけでなく、保全事業を行う際に多様な機関や団体が河川に関する知識を

共有するための技術も必要である。本研究では①河川における生物生息・生育空間の形成手法の確立、

②実験池を用いた植生帯の機能の解明、③河原植物の保全手法の確立、④河川生態の効果的な展示手

法の提案、の研究課題を実施し、河川生態系の保全技術に資する。①～④における主要な研究内容を

以下に示す。

■研究内容

①実験河川を用いて水際に繁茂する植物帯の水生生物に対する生態的機能の解明を行った。②実験

池を用いて池内の水質、生物相の違いを主として沈水植物の有無の違いに着目して研究を行った。③

近年絶滅が危惧される河原固有植物を保全するため、河原植物と外来種との種間関係に関する研究、

河原の再生手法の提案を行った。④河川生態系の構成要素を整理し、河川生態系の効果的伝達手法を

提案した。

■研究成果

各研究課題についての主要な研究成果は以下のと

おりである。

①河川水際の植物帯や形状の複雑性が水生生物に

与える影響を流速と照度と魚類の生息との関係から

解明することができた。②湖岸植生の容積を示す

PVI指標を用いて、PVI指標の増加が水質指標の改

善をもたらすことが明らかになった。③外来種の存

在が河原固有植物の個体数、個体サイズに影響を及

ぼすことが明らかになった。また、④動画や模型等

伝達手法の違いによる河川生態情報を伝達する手法

の提案を行い、その効果を解明した。

■効果、活用事例

多自然型川づくりに関する資料等で水際域の研究

成果が活用される予定である。また、河原の保全で

は河原の造成を実際に行い、河原固有植物のセーフ

サイトとして活用された。

■所内評価委員会による事後評価

図-1 水際植物の繁茂状態と魚類の生息状況との関係
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①水文観測精度向上に関する研究
■研究の目的

重要流量観測所においてはデータ公開のため観測精度を把握した上で精度向上が必要とされ、中小

河川を中心とするその他の流量観測所においては新たに洪水予報を実施するための基礎資料蓄積のた

めの安価で精度の高い観測システムが求められている。したがって、水文観測精度の維持・向上を図

る手法や、省人化・省コスト化を図ることのできる新しい観測システムを提案することを目的とした

研究を実施する。

■研究内容

洪水流量観測において省人化・省コスト化を図る技術として非接触型流速計による洪水流量観測手

法の研究開発、洪水・低水における水位流量曲線法による流量観測精度確保のための水位流量曲線式

作成照査支援システム（HQシステム）の開発、及び現況の低水流量観測精度を把握するために、現状

の流量観測技術基準（低水）についての妥当性の検証を行った。

■研究成果

土木研究所他６社による共同研究によって、非接触型流速計による洪水流量観測手法の開発を行っ

た（特許取得済）。現在国交省の代表的な河川事務所に試験的に導入され、新たな洪水流量観測手法開

発のための実証試験が行われている。

流量観測値評価の基礎となる水位流量曲線の作成照査支援を目的に開発されたＨＱシステムは、国

交省河川事務所等において運用を行い、改善要望等を反映し現在はVer.4.1まで改良を行っており、河

川事務所及び民間業者に活用されている。

現状の低水流量観測技術基準の妥当性について、国交省の事務所において河川局標準法・精密法、ISO標

準法・精密法を用いて観測されたデータを基に検証を行った。その結果、真値と仮定した基準流量に対し、

現状の河川局基準において相対RMS誤差

が概ね５％を達成しており、実用上十分

な精度が得られていることが確認された。

■効果、活用事例

非接触型流速計は、国交省の代表的な

河川事務所に試験的に導入され実証試験が行われている。中小河川を含めた省人化・リアルタイムで

の流量管理やシステム二重化などの進展も期待される。また、HQシステムも同様に導入試験が行われ

ており、全国同一レベルの精度を確保と流量観測野帳のＤＢ化、データ照査・公開の迅速化への効果

が期待される。また、低水流量観測技術の妥当性の検証によって、河川局における低水流量観測手法

の精度が定量的に評価され、流量観測データの品質に関するアカウンタビリティが向上した。

■所内評価委員会による事後評価

5．水工分野に関する研究

表-1 観測手法毎の相対RMS誤差及び標準偏差
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②クラック進展を考慮した重力式コンクリートダムの解析手法に関する調査
■研究の目的

大規模地震時における重力式コンクリートダムの被害形態の一つとして堤体コンクリートへのクラ

ック発生が考えられている。コンクリートのクラックを考慮した解析手法の一つとして、分布型クラ

ックモデル等を用いたＦＥＭ解析法があるが、このような解析手法のダムへの適用性は、限られた過

去の地震によるダム堤体クラック発生事例の定性的な再現性により検討されている場合がほとんどで

ある。このため、このような解析手法をダムの耐震性能評価手法として用いるためには、クラックの

発生・進展現象を定量的に評価可能とする必要がある。

■研究内容

本検討では、①分布型クラックモデル等における材料パラメータがクラック進展性状に与える影響

を分析し、②低強度コンクリート製試験体に対する振動破壊実験と分布型クラックモデルに基づく解

析結果と実験結果との比較を通じて、非線形動的解析における入力物性値の設定手法の提案を行うも

のである。

■研究成果

本検討の成果として、以下のことが明らかとなった。

（１）重力式コンクリートダムのクラック進展に与える影響

は、破壊エネルギーよりも引張軟化開始応力の方が大

きい。

（２）くさび貫入試験結果から逆解析で求めた２直線型の引

張軟化曲線を用いることで、振動実験（図-１）結果に

近いクラックの進展状況を再現することができる。

（３）瞬間剛性比例型の減衰マトリクスを用いた場合、クラ

ックが貫通した後の挙動も含めて解析による再現性は

高い。また、貫通に至らないようなクラックが発生す

る領域では、Rayleigh減衰を用いても十分実用的な解

析が可能である。

■効果、活用事例

「大規模地震に対するダム耐震性能照査指針（案）」（国土交通省河川局治水課、2005年３月）に基

づいて重力式コンクリートダムの耐震性能照査を実施する際に、本研究で得られた材料パラメータ設

定方法を利用することができる。

■所内評価委員会による事後評価

図-1 大型模型振動破壊実験
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①振動式土石流センサーのトリガー設定手法に関する研究
■研究の目的

一般に、土石流には石礫が数多く含まれており、それらが秒速数m～十数ｍの速度で流下するため、

土石流は周辺地盤に大きな振動を与える。振動検知式土石流センサー（以下、振動センサーと標記）

はこの地盤振動を捉え、土石流の発生を検知するセンサーである。これは従来からよく使われてきた

ワイヤーセンサーと比べて連続して発生する土石流を検知できる等、有利な点がある。しかし、土石

流を判別するための振動の大きさ（検知基準値）の設定手法が決まっていないことが課題である。そ

のため、汎用的な検知基準設定手法の提案が本研究の目的である。

■研究内容

本研究では現地に振動観測施設を設置し、観測された振動波形を分析した。また過去の土石流振動

観測事例を解析し、振動と流量の関係について調査した。

■研究成果

１）既往の土石流振動観測事例から、土石流の振動と流量の関係を示す式を考案した。

２）１）を用いて、土石流の規模や河道からの距離等を考慮した土石流の振動の推定式を提案した。

３）振動検知式土石流センサー設置マニュアル（案）を作成した。

■効果、活用事例

本研究で作成したマニュアル（案）を活用して、三重県西之貝戸川に設置してある振動センサーの

検知基準値を設定した。また、振動の大きさに加えて振動の継続時間を考慮した新たな検知基準設定

手法を提案した。

■所内評価委員会による事後評価

6．土砂管理分野に関する研究

図-2 振動センサー図-1 既往の観測事例から推定した土石流
の流量と地盤振動強度の関係
（標準距離（25ｍ）における値）
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②大変位地すべりの発生場の条件に関する研究
■研究の目的

地すべり土塊の移動到達長さは、経験的に地すべりブロック長さ（Ｌ）と同程度（上限250m）とす

ることが多いが、それを超えて移動する大変位地すべりが発生した場合、人的被害を甚大にする可能

性が高く、事前の移動距離予測とそれに伴うソフト対策が重要となる。そのため、既往地すべり災害

の統計的解析から大変位地すべりの発生場条件を明らかにすることを目的とした研究を行った。

■研究内容

全国の地すべり事例を対象に土塊の移動形

態により分類し、それぞれの地すべりの発生

場条件についてデータの収集整理を行い、ま

た多変量解析によって地すべりの移動形態と

その発生場条件との関係を調べた。

■研究成果

（１）地すべりが大きく動き始めるかどうか

については斜面勾配の影響が大きく、

動き始めた後、大変位するかどうかは

斜面勾配に加え下方斜面の長さが影響

を与えている。

（２）図-１における「下方斜面長さ（L２）/

地すべりブロック幅（w1）」、「地すべ

り斜面勾配（θ１）」の２つの因子によ

り、大変位地すべりとその他の地すべ

りを92。2%判別できた（図-２）。

（３）250mを超えて移動した地すべりの94。

７％は沢に流入し流動化している。

■効果、活用事例

本研究により、大変位地すべりの発生場条

件を定量的かつ精度良く把握できるようにな

った。

■所内評価委員会による事後評価

図-1 下方斜面に着目した地すべり発生前後の諸元

図-2 大変位地すべり発生領域の設定
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③地下水流動状況の把握技術に関するに関する研究
■研究の目的

効率的な地すべり対策の実施上、地すべりの主な誘因となる地下水の正確な分布を把握し、適確な

地下水排除工の配置が重要である。しかし、地下水は複雑に偏在しその把握は容易ではない。これに

対して新たな地下水調査手法を導入し検討を行うものである。

■研究内容

地下水流動状況の調査には、主に食塩を用いた地下水検層及び地下水追跡があるが、精度・作業性

が十分でなく、食塩による環境への負荷が懸念される。このため、より精度の高い効率的な地下水流

動層の調査手法の開発を行った。

■研究成果

①従来の温度検層を改良し、発熱体に対する流動層の地下水による温度低下により流動層を判定す

る「加熱式地下水検層」、②調査ボーリング掘削時の排水量変化から流動層を判定する方法、③トレー

サーに酸素を用いて地下水中の溶存酸素量の増加により地下水の流動を判定する「酸素溶解式地下水

追跡」を開発した。

■効果、活用事例

開発した地下水調査法を用いることで、より効率的かつ適切な地下水排除施設及び集水ボーリング

の配置が可能になり、地すべり防止工事のコスト縮減に寄与できるものと期待される。

長者地区、滝坂地区等の実際の現地調査により、それぞれの手法の精度と作業性を検証した。

■所内評価委員会による事後評価

図-2 酸素溶解式地下水追跡の概要
及び調査結果

図-1 加熱式地下水検層の概要
及び調査結果
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①舗装路面の性能評価法に関する研究
■研究の目的

平成13年７月に性能規定化をベースとした「舗装の構造に関する技術基準」が出され、舗装の性能

指標が規定された。しかし、これら性能指標の評価法の開発が十分でないため、性能規定化が現場に

浸透していない。そこで、舗装の性能規定を現場に浸透させることを目的に舗装路面性能を適切に評

価できる測定条件、評価方法を開発した。

■研究内容

研究は、以下に示す４つの性能指標の測定条件と評価方法について検討を行った。

（１）簡便な測定ができるタイヤ／路面騒音測定方法の提案

（２）現場の施工条件を適切に反映した塑性変形輪数評価法の提案

（３）現場の条件を適切に評価できる路面の透水性能評価法の提案

（４）平坦性とＩＲＩ（国際ラフネス指数）との整合性の確認

■研究成果

本研究の成果は以下のとおりである。

１）簡便な測定ができるタイヤ／路面騒音測定装置

（図-１）を開発するとともにタイヤ／路面騒音測

定方法（案）を作成した。

２）現場を再現できる供試体作製方法と現場の締固め

度に応じた塑性変形輪数の評価方法（図-２）を提

案した。

３）現場の透水性を評価する方法として、バルブ径を

φ20mmに改良した。

４）平坦性とＩＲＩは整合性が高く、施工時の評価法

は平坦性で良いことが分かった。

■効果、活用事例

以上の成果を「舗装設計施工指針」（平成18年２月

（社）日本道路協会発行）及び「舗装性能評価法」（平

成18年１月（社）日本道路協会発行）の評価法に反映

させた。これらの図書を実際の現場の性能指標の値を

評価する際のガイドラインとして活用することにより、舗装の性能規定をベースとした効果的かつ効

率的な舗装事業の推進が図られ、コスト削減に繋がる。

■所内評価委員会による事後評価

7．基礎道路技術分野に関する研究

図-1 開発したタイヤ／路面騒音測定装置

図-2 現場の締固め度から塑性変形輪数を読み取る方法
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②トンネル覆工コンクリートの耐火性能に関する研究
■研究の目的

我が国において山岳工法およびシールド工法により建設される道路トンネルでは、これまでの経験

から通常設置されるプレーンコンクリートの覆工により耐火機能が担保されているものと考えられて

いる。しかし、近年、高強度コンクリート等を覆工に採用する山岳工法のトンネルや、覆工を省略し、

高強度コンクリートのセグメント覆工だけが構造体となるシールドトンネルが現れてきている。この

ような覆工コンクリートの耐火性能に関しては、知見がほとんど無いのが現状であり、トンネル火災

時のトンネル構造の安定性を確保するには、耐火性能を明確にする必要がある。本研究はトンネル覆

工に用いられるコンクリートを対象とした耐火実験を行い、その保有する耐火性能を明らかにするこ

とを目的とする。

■研究内容

本研究では、覆工コンクリートの材料条件や応力状態

等をパラメータとして、トンネル覆工を模擬した板状の

コンクリート試験体に火災を想定した高熱を与えること

による耐火実験（図-１）を実施し、一軸圧縮強度の変化

や爆裂現象の有無等に関する傾向を把握した。

■研究成果

山岳工法により建設される道路トンネルで採用されて

いる標準的な覆工コンクリートは、覆工厚として30cmを

確保すれば火災時に高熱を受けた場合でも構造安定上問

題となる損傷が発生する可能性は低く、その傾向は鋼繊

維の混入や鉄筋による補強を行った場合でも同様である

ことが明らかとなった。また、非常に強度の高いコンク

リートを使用した場合やRC構造の場合などは、耐火に対

する配慮が必要となる場合があることが分かった。

■効果、活用事例

我が国の山岳工法のトンネルに用いられている標準的

な覆工は高熱にさらされても構造的に問題となる可能性

は低いことが確認できたことに加え、耐火に対する配慮

が必要となる覆工コンクリートの条件を明らかにするこ

とができたことから、耐火機能を確保したトンネル覆工

の設計を合理的に行うことが可能となる。

■所内評価委員会による事後評価

図-1 耐火試験の概要

写真-1 実験結果の一例
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①浮体橋設計法の開発に関する研究(H14～H15)
■研究の目的

海上を横断する構造物の実現に向けて、大幅なコスト縮減を可能とする新たな構造物の技術開発が

求められている。本研究では、水の浮力を利用することにより下部構造が省略可能となる浮体橋を取

り上げ、浮体橋特有の外力である波浪に対する動揺量推定手法の開発を目標とする。

■研究内容

本研究では、過年度に開発した波浪に対する動揺

量推定手法を基に、以下の検討を行った。

①風の影響を考慮可能な動揺量推定手法（非線形時

刻歴応答解析プログラム）の開発

②水槽模型実験による動揺量推定手法の検証

③我が国沿岸域の浮体橋の適用可能性の検討

■研究成果

風の影響と波浪を同時に考慮できる浮体橋の動揺

量推定手法（非線形時刻歴応答解析プログラム）の

開発を行うとともに、風と波が同時に作用する浮体

橋の水槽模型実験を行い、解析値との比較を通して、

本手法の妥当性を確認した。また、本手法を用いて、

我が国沿岸部の波浪条件に対して、供用時における

車両の走行安全性の観点から、浮体橋の適用可能沿

岸域を明らかにした。

■効果、活用事例

・「浮体橋設計指針」（土木学会、2006.3）に開発し

たプログラムが参考として記述されている。

・本手法を用いて、我が国沿岸部の波浪条件に対し

て、供用時の車両の走行安全性の観点から、浮体

橋の適用可能地域を明らかにした。

・水深20m以上の静穏な水域であれば、一般の橋梁を

架設するよりも浮体橋を設置するほうがコスト縮

減効果が高いことを明らかにした。

■所内評価委員会による事後評価

8．構造物分野に関する研究

図-1 実験概要

図-2 実験全体の様子

図-3 模型の応答変位における実験値と
解析値の比較 (中央径間L/2点)
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②交差点立体化等の路上工事短縮技術の開発
■研究の目的

本研究は、都市内の交差点立体化工事を対象に、現場工期を大幅に短縮するとともに、工事中の交

通規制を最小限にし、周辺環境への影響を極力低減できる新工法・新技術の開発を目的として実施し

たものである。

■研究内容

本研究は、民間会社６グループと共同研究（民提案型）により実施した。共同研究では、各グルー

プから提案された新工法の要素技術について、実験や解析などにより設計・施工法を検討した。

■研究成果

上下部工同時施工、部材のプレファブ化、フーチング構造及び杭頭結合構造の合理化等により、従

来工法に比べて大幅な工期短縮や周辺環境への影響低減に寄与する要素技術（表-１）を開発した。

■効果、活用事例

大幅な工程短縮が可能（従来工法の1/3～2/3程度）。

■所内評価委員会による事後評価

表-1 開発した主な要素技術
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■萌芽的研究
中期目標期間中に実施した萌芽的研究のうち、以下に代表的な研究の概要を示す。

1．硬化コンクリートの品質検査方法に関する研究

2．地盤環境とその変化が生態系に及ぼす影響に関する研究

3．液状化判定法の高度化に関する研究　

4．耐震性能の検証技術に関する研究

5．不確定性を考慮した地下水モデル構築に関する研究

6．天然凝集材による濁水処理技術に関する研究

7．菌類等を活用した侵食対策手法に関する研究

8．第三紀層地すべりにおける地すべり地塊の強度低下機構に関する研究

9．補強材等を用いた新形式基礎の支持力評価法に関する研究

10．水文データが乏しい流域での水資源評価手法の開発

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置
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■研究の目的

規準類の性能規定化、新設コンクリート構造物の長寿命化などに対し、要求性能の確認方法の確立

が望まれている。そのため、非破壊および局部破壊試験を用いてコンクリート構造物を竣工時に検査

する方法の提案を目的に実施した。

■研究内容

検討した検査項目と試験方法は表-１のとおりである。

■研究成果

①超音波法、衝撃弾性波法により強度、コンクリート表層の緻密性の評価方法を確立した。

②レーダ、電磁誘導によるかぶり厚さ測定方法、レーダの比誘電率設定方法を提案した。

③小径コア、ボス供試体による強度試験方法、中性化・塩化物イオン浸透抵抗性の評価方法を提案し

た。

■終了課題の展開

一般研究「小径コア等を用いた微破壊および非破壊試験による新設コンクリート構造物の品質管

理・検査手法に関する研究」として継続、検査方法のマニュアル化をめざしている。

平成17年度、国土交通省のかぶりの管理・検査に本研究成果が取り入れられている。また、18年度

から実施予定の微破壊・非破壊試験による強度の管理・検査にも取り入れられる予定。

■所内評価委員会による事後評価

1．硬化コンクリートの品質検査方法に関する研究

表-1 対象とした検査項目と試験方法
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■研究の目的

土木事業における生態系保全技術の向上を目的と

し、生態系の重要な基盤である地形地質環境を考慮し

て環境保全型の設計や環境保全措置を行う技術手法を

提案する。

■研究内容

地形地質環境と生態系の関連性を研究する学問であ

る地生態学を工学へ援用して応用地生態学を体系化

し、必要な調査・評価ツールを開発した。

■研究成果

生態系に深く関連する地形

地質環境として微地形・土

壌・表層地下水等の新しい調

査手法を開発（土層強度検査

棒：特許取得）ならびに活用

（航空レーザー測量、土壌水分

簡易試験器等）して、地盤環

境詳細マップの作成技術を確

立した。また、地盤環境と植

物生態系の関連性を把握する

技術として地生態断面調査法

や日照解析シミュレーション

等を開発した。上記の諸技術

を整理し、技術資料「応用地

生態学―生態系保全のための

地盤の調査と対策―」を作成

中である。

■終了課題の展開

地下水に関連する生態系についてはさらに詳細な調査・評価技術を検討し、環境影響評価の技術手

法への反映を図る。

■所内評価委員会による事後評価

2．地盤環境とその変化が生態系に及ぼす影響に関する研究

図-1 応用地生態学の概念

図-2 微地形と土層深（左）、及び植生（右：ツル科植物の例）の関係
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■研究の目的

平成７年兵庫県南部地震を踏まえ、道路橋示方書等の

各種設計基準において液状化判定法の大幅な見直しがな

されたが、これらの改訂内容は暫定的な部分も多く、液

状化判定法の合理化が求められている。このため本研究

は、液状化抵抗に及ぼす地震動外力の影響、土の粒度特

性の影響等に関し、新たな液状化判定法を提案すること

を目的に実施した。

■研究内容

・地盤の液状化に及ぼす地震動特性の影響の検討

・地盤の液状化抵抗に及ぼす粒度特性の影響の検討

・新たな液状化判定法の提案

■研究成果

・プレート境界型よりも内陸直下型の地震動で、換算N値

の増加に対する動的せん断強度比の増加が大きい傾向

を明らかにした。

・動的せん断強度比は、細粒分含有率の増加に対して、

細粒分含有率35%以下では減少し、35%以上では急激に

増加する傾向を明らかにした。

・上記の成果を総合して、液状化抵抗に及ぼす地震動特

性の影響について、新たな液状化判定手法を提案した。

■終了課題の展開

今後、道路橋示方書等の各種基準類の液状化判定に関

わる項目に反映させる予定である。

■所内評価委員会による事後評価

3．液状化判定法の高度化に関する研究

写真-1 地盤の液状化に伴う噴砂

(a) プレート境界型地震動

(b) 内陸直下型の地震動
図-1 提案手法と道路橋示方書による

動的せん断強度比の比較
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■研究の目的

構造物に要求される耐震性能を一定以上に確保し

つつ、新技術や新工法の導入や設計の自由度の向上

を一層促進することができる耐震設計基準体系の整

備を目的に実施した。

■研究内容

・道路橋示方書･耐震設計編の性能照査型基準への

体系化

・道路橋橋脚の耐震信頼性評価

・耐震設計で考慮する入力地震動の数と設計に用い

る最大応答変位の信頼性評価

■研究成果

・構造物の重要度に応じて必要とされる耐震要求性能と、それを達成するために必要とされる構造物

の限界状態を、安全性、供用性、修復性の観点から明確にした(表-１)

→道路橋示方書･耐震設計編をもとに性能照査型耐震設計基準の原案作成(図-１)

・地震動波形の位相特性の変動特性等を考慮した構造物の信頼性評価法を提案した。

■終了課題の展開

・性能照査型耐震設計基準の原案は平成14年道路橋示方書改定に反映された。

・構造物の信頼性評価法に関する研究については、次期道路橋示方書改定に向けた重点プロジェクト

研究に展開した。

■所内評価委員会による事後評価

4．耐震性能の検証技術に関する研究

図-1 道路橋示書Ⅴ耐震設計編の
性能照査型基本体系

表-1 橋の耐震性能の観点からの要求性能
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■研究の目的

地盤を対象とした工学分野においては、地下水の挙動を精度よく求める必要がある。しかし、現実

には、地下水の挙動を把握するための直接的な評価指標である透水係数のデータ数が限られているう

え、岩盤を対象とした場合には岩盤内の割れ目の性状、分布を正確に把握する手法が確立されていな

いため、構築される地下水モデルには不確定性が大きいことが一般的である。そのため、地下水の挙

動をその不確定性を考慮して包括的に推定できる地下水モデル構築手法の開発が求められている。

■研究内容

本研究では、ダム基礎地盤を例として、種類や属性が異なる複数の観測データを利用して、広範囲

かつ高精度な地下水モデルを構築できるようにするために、まず透水性と他物性との相関性について

のデータ分析を行った。さらに、透水性およびその不確定性の空間分布を定量的に評価できる地下水

モデルを構築する手法を提案した。

■研究成果

不確定性を考慮した地下水モデル構築法の開発として、浸透流解析のモンテカルロシミュレーショ

ンとパーコレーション理論を組み合わせることにより、主透水経路を定量的かつ確率的に評価できる

方法を提案した（図-１）。提案した方法をもとに、二次元場および三次元場のシミュレーションを実行

し、地下水挙動の不確実性を再現した。特に、透水性に異方的な相関がある場合には、地下水の主透

水経路に選択的な流れが卓越することなどがわかった。

■終了課題の展開

重点プロジェクト研究における個別課題「ダム基礎グラウチングの合理的計画設計法に関する調査」

において、本研究成果を活用して、透水性の空間分布を考慮したグラウチングの効果判定法の提案を

行った。

■所内評価委員会による事後評価

5．不確定性を考慮した地下水モデル構築に関する研究

図-1 主透水経路の確率論的評価方法の概念
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■研究の目的

大規模洪水や貯水の循環期の擾乱により、ダム貯水池全体が濁水化した場合の濁水対策として、凝

集材による処理方法があるが、通常の凝集材では、処理後の泥土処理の用地確保および経済上の問題

が大きい。そこで、凝集後の泥水の貯水池への還元が可能で、かつコストパーフォーマンスに優れた

天然凝集材の開発・利用技術が求められている。本課題では、上記の要請に対し、天然凝集材として

の利用が期待される土のコロイド粒子を対象に、その凝集特性を解明するとともに、濁水処理対策と

しての利用方法を提案することを目的としている。

■研究内容

本研究では、貯水池の底泥を用いた沈

降試験を実施し、凝集材として利用可能

な土のコロイドを抽出するとともに、抽

出した凝集材について、撹拌などの処理

方法、PH調整の必要性、必要添加量の検

討を行ない、具体的な利用方法を提案し

た。

■研究成果

凝集特性に優れ、また多くの賦存量が

期待できる土のコロイドとして風化火山

灰、風化浮石、火山灰由来土壌に多く含

まれるアロフェンを抽出し、現地底泥を

濁質とした試験により、凝集特性を解明

した。その結果、アロフェンを十分分散

させて用いることで、PHを無調整とし、

撹拌時間の短縮を図ることができること

が明らかになり、濁水対策としての利用

方法を提案した。

■終了課題の展開

今後は、アロフェンの利用方法について、モデル貯水池を対象とした具体的な案を作成することを

考えている。その上で、一般研究等による実用化研究に発展させていくことを考えている。

■所内評価委員会による事後評価

6．天然凝集材による濁水処理技術に関する研究
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■研究の目的

沖縄本島をはじめとする南西諸島における赤土の海域への流出によるサンゴ等の死滅など、降雨時

に土壌侵食により生産された微細土砂が流出することによる環境面等への影響が深刻な問題となって

おり、低コストで即効性をもつ適切な対策手法の開発が望まれている。そこで、菌類等の繁茂による

侵食抑制効果について、水路実験や引き上げ試験によって侵食抑制効果の定量的な評価を試み、現地

への適用手法を提案することを目的とした。

■研究内容

本研究では主に沖縄県北部に位置する東村の赤土を

対象とし、水路実験や引き上げ試験を実施した。これ

らの実験結果を基に、降雨時の表面流に対する菌類等

の緊縛による侵食抑制効果を考慮した侵食速度式を提

案した。また、早明浦上流域の森林土壌や桜島火山灰

を対象として、菌類等の繁茂や侵食抑制効果を確認し

た。

■研究成果

本研究の成果として、主に以下のことが明らかとな

った。

①水路実験の結果、無処理のケースに比べバガスを混

合させたケースは流出土砂量が大幅に抑えられる。

ある一定割合まではバガス混合率を高くすると流出

抑制効果は増す。

②引き上げ試験を実施した結果、室内養生期間14日ま

では引上げ抵抗力が増加した。

③早明浦上流の森林土壌、桜島火山灰への適用を検討

した結果、赤土と同様に菌類等の繁茂による侵食抑

制効果が確認された。

■終了課題の展開

本手法は環境への負荷が少なく、低コストかつ省力

的であるため、裸地における侵食抑制手法として効果

が期待できる。今後は、斜面地も含め、適用性を検討していく必要がある。

■所内評価委員会による事後評価

7．菌類等を活用した侵食対策手法に関する研究

図-1 土壌中に繁茂した菌の状況
（無処理とバガス混合の比較）

図-2 浸食速度式による
計算値と実験値
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■研究の目的

地すべり発生危険度判定手法を構築するための基礎研究として、第三紀層泥岩地帯における地すべ

り地塊の風化による強度低下と地すべり再滑動との関連について明らかにし、地すべり発生危険度に

ついて検討する。

■研究内容

これまでの地すべり発生危険度判定は主に地形、地質をもとに行ってきたが、精度が高いものでは

なかった。そこで、地すべり発生危険度判定精度の向上化を目指して、第三紀層泥岩地帯における地

すべり地塊の化学分析、Ｘ線回折などを実施し、地すべり地塊の風化機構及び地すべり地塊の化学成

分の溶出状況と地すべり土塊の強度変化、再滑動の関連について考察した。

■研究成果

①地すべり地塊の風化機構を示すことができた（図-１）。②スメクタイトの量は、推定すべり面付近

でその周辺より多くなっており、すべり面が不明瞭な場合のすべり面判定のための有力な情報になる。

③すべり面付近のアルカリ成分の溶出率の上昇と伴に地すべり地塊の強度低下も進行し、再滑動の可

能性が高まることが推定され、地すべり斜面中間部における地すべり地塊中のNa2O成分変化率及び斜

面勾配を求めることにより、地すべり発生危険度を評価できる可能性がある（図-２中のすべり面付近

のNa2O成分変化率が負の方向に大きくなると地すべりが発生）ことが分かった。

■終了課題の展開

今後は、他の地すべりについてのデータも蓄積し、本研究成果を地すべり斜面における地すべり危

険度評価法の構築に繋げて行く予定である。

■所内評価委員会による事後評価

8．第三紀層地すべりにおける地すべり地塊の強度低下機構に関する研究

図-1 地すべり地塊の風化機構 図-2 Na2O成分変化率と斜面勾配との関係
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■研究の目的

本研究は、良質な支持層の条件に満たない地盤を小口径杭（以下、補強材という）で補強して直接

基礎を構築する場合を想定し、補強材による地盤の補強効果やそのメカニズムを明にすることを目的

に実施したものである。

■研究内容

補強材の配置本数や地盤条件などの違いによる地盤の補強

効果を解明するために模型載荷実験を実施した。さらに、補

強材による地盤補強メカニズムを解明するために、ＦＥＭに

よる模型載荷実験のシミュレーション解析を実施した。

■研究成果

本研究により、以下のことが明らかとなった。

①補強材の本数が多いほど、基礎の支持力が増加し直接基礎

の沈下量を低減することができる。

②補強材が鉛直荷重を分担するた

め、基礎底面直下の地盤の応力

は軽減され、補強材先端部の地

盤に荷重が伝達される。

③補強材を配置することにより、

地盤内のせん断変形が拘束され

る。

④上記②、③は、基礎の支持力の

増加及び沈下量の低減に大きく

寄与している。

■終了課題の展開

本研究により補強材による定性

的な地盤補強効果とそのメカニズ

ムを明らかにしたが、道路橋基礎

の地盤補強法として適用するには、地震時の水平荷重作用時も含めた補強材による定量的な地盤補強

効果の評価法を確立するための研究を行う必要がある。

■所内評価委員会による事後評価

9．補強材等を用いた新形式基礎の支持力評価法に関する研究

図-2 FEM解析結果例（鉛直方向応力コンター、5kN載荷時）

図-1 FEM解析モデル概要図
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■研究の目的

近年、日本の中小河川流域や発展途上国の河川流域において水災害が発生して問題となっている。

それらの流域は地上水文観測が不十分なことが多く、日本が大河川で従来行ってきた河川管理手法を

そのまま適用することが困難であることが多い。そこで、上述したような水文データの乏しい流域に

おいて、水資源を評価する手法を開発することを目的とする。

■研究内容

現在、気象再解析データが全球規模で配信されており、これに雨量情報も含まれている。しかし、

再解析データは時空間分解能が粗いため流域規模での水資源評価に用いることができない。そこで本

研究では非静力学数値気象モデルを用いた再解析データのダウンスケール手法を開発した。また、人

工衛星からの全球での雨量観測が近年行われており、流出モデルに入力することで衛星雨量データの

精度・適用性検証を併せて行った。

■研究成果

非静力学数値気象モデルを用いたダウンスケールによって流域規模での雨量評価を再現することが

できた（図-１）。本成果には、富山大学への委託研究及び米国カリフォルニア大学デービス校との共同

研究成果も含まれる。また、NASAから配信されている全球雨量データである3B42をメコン河流域に

ついて構築した流出モデルに入力することで、流量観測値との整合性を確認し、衛星雨量データの洪

水解析への適用が可能であることを示した（図-２）。

■終了課題の展開

衛星雨量データによる洪水流出解析の成果は、平成18年度開始の重点プロジェクト「総合的な洪水リス

クマネジメント技術による世界の洪水災害の防止・軽減に関する研究」の中の個別課題「人工衛星情報等

を活用した洪水予警報のための基盤システム開発に関する研究」に継承され、今後の発展が期待される。

■所内評価委員会による事後評価

10．水文データが乏しい流域での水資源評価手法の開発

図-2 3B42データから計算された河川流量図
（メコン河Pakse地点における検討例）

図-1 非静力学モデルで気象再解析データから
内挿して求めた雨量分布（メコン河
中下流域2000年5月）
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国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

中期目標期間における達成状況

次期中期目標期間における見通し

統合した寒地土木研究所の実施するものも含め、土木技術の高度化および社会資本の整備並びに北海道

の開発の推進に必要となる研究開発を計画的に推進することとしている。

「科学技術基本計画」や、行政ニーズの動向も勘案しながら、中期目標期間中に開始する研究課題

および12年度より継続する研究課題を選定し、13年度当初に、研究開発の範囲、目的、目指すべき

成果、研究期間、研究過程等を明確にして、研究実施計画を策定した。なお、研究実施計画書の記載

事項については、独立行政法人化に伴い13年度に見直しを行った。

また、長期的観点からのニーズも考慮し、現在の取り組みは小さいが将来の発展の可能性が想定さ

れる萌芽的研究開発についても、積極的に実施するとともに、他分野や境界領域を含む研究シーズの

発掘にも積極的に努めた。

なお、研究ニーズ、研究シーズの把握に当たっては、国等の社会資本整備実施主体との意見交換や

テクノロジーショーケース等の展示会等にも積極的に参加した。

研究課題については、内部評価委員会で評価を行い、必要な場合は実施計画を修正して研究を実施

した。中期目標期間に研究を実施した基盤研究273課題（うち萌芽的研究20課題）のうち、223課

題（同16課題）について同期間中に研究を終了し、事後評価を受けており、全体的には概ね良好な

結果が得られたと考えられる。

以上より、中期計画に掲げる、土木技術の高度化及び社会資本の整備・管理に必要となる研究開発

の計画的な推進は、本中期目標期間内に十分目標を達成したと考えている。




